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１．はじめに 

 日本医師会医事法関係検討委員会では、医療を取り巻く法的課題について、近年は会

長諮問によらず、時宜に応じたテーマを選定し検討する方針としている。今期の当委員

会は、いわゆる「善きサマリア人法(good Samaritan law)」のわが国への導入の可否と

そのあり方について検討することとした。 

 いわゆる「善きサマリア人」法とは、路上や列車内、航空機内など公共の場で急病人

が発生し、その場に偶然居合わせた人が自発的に救命処置をした場合に、その結果が思

わしくなかったとしても救護をした人が法的責任を問われないことを内容とする法律で

あり、新約聖書のルカによる福音書の挿話にもとづいてこう呼ばれている。 

 このような法律は、法的免責の対象を救護に参加したすべての一般市民とするか、医

師や医療関係者に限定するかなど、その内容に応じていくつかの類型に分かれるが、欧

米の多くの国や地域では何らかの立法がなされている。 

他方、わが国ではこの問題についてこれまで何度か検討が重ねられ、法学研究者のグ

ループから法律案まで示されてきたものの、未だ立法化には至っていない。

このような中、令和５年に日本救急医学会と日本賠償科学会の合同委員会が「救護者

保護に関わる法的整理(法制化)についての提言」を公表し、改めてこの問題が社会の関

心を集めることとなった。 

 日本医師会においても、医療施設の中で提供される日常的な診療とは異なり、医療施

設の外で医師や医療従事者が業務時間外に遭遇するこれらの急病者への対応について、

法的観点を含めた検討が必要と考えられることから、医事法関係検討委員会において議

論を重ねることとした。さらに日本医師会では、後に触れるように、医師を対象とした

意識調査(アンケート)を実施するとともに、令和 7 年度の会員の倫理ワークショップで

も関連するテーマを扱うなど多方面からこの問題を議論することとした。また、この問

題は国民の誰もが、救護される側とする側のいずれの立場にもなる可能性があり、医療

提供者だけの議論に終始することなく、一般国民を含めた広い議論が不可欠であると考

えられることから、令和８年５月には公開シンポジウムも開催した。 

 本報告書では、当委員会での議論を中心に日本医師会としての取り組みをまとめて報

告するものである。 

- １ -



２．問題の所在と当委員会における検討の経緯 

(1)日本救急医学会、日本賠償科学会合同委員会の提言

 令和 5 年 12 月、日本救急医学会と日本賠償科学会の合同委員会は「救護者保護に関わ

る法的整理(法制化)についての提言」を公表した。同合同委員会は救急を専門とする医

師のほか、法律実務家、法学者などから構成され、令和４年にこの問題の検討を開始し、

提言公表後も現在まで引き続き検討を継続している。 

 合同委員会の提言は、国に対して救護に携わった者を法的に保護するよう求めること

を主眼としているが、その内容は概ね以下のとおりである。 

◯医療従事者が緊急事態に積極的に対応でき、もって社会全体が救助活動の促進に

  つながるよう、法整備を求める。 

◯法整備にあたっては、以下の理念にもとづくこと。

・医療従事者は、日常的に社会において連帯する人々の突然の傷病や災難に対

して、できる限りの診療にあたり、寄り添い、心の安寧の提供に努める。 

・医療需給が不均衡な状況において、急病や災難による窮地の人々を救うため

に善意の行動をとった場合、できることを良識的かつ誠実に行った医療従事 

者に対して、行為の結果については責任を問わない。 

 この提言書の中には、合同委員会としては未だ検討中と思われる内容も含まれている

が、基本的には、免責の対象として医療従事者を念頭においていることが特徴と言える。

ただし、合同委員会としては、立法の主たる目的は、救命の知識と技術をもつ医療関係

者が後の責任追及を恐れて救護行動を躊躇い、結果的に本来助けられたであろう生命が

失われることを避けたいという、救護行為の促進にあり、行動経済学で言われる「ナッ

ジ」理論に基づく提言であると説明されている。 

同提言は、その後日本医師会にも紹介され、内容を確認した結果、いわゆる「善きサ

マリア人法」のわが国への適用の問題について本会としても検討のうえ一定の見解を得

ておく必要があると考えられたことから、当委員会において検討を始めることとした。 
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(2)わが国における「善きサマリア人法」に関するこれまでの検討

 前項で述べた合同委員会における検討に至るまで、わが国では同様の問題意識にもと

づいた法律的な検討がたびたびおこなわれてきた。 

 古くは平成６年３月に総務庁長官官房交通安全対策室が「交通事故現場における市民

による応急手当促進方策委員会」報告書を公表している。同報告書では、交通事故現場

で救護処置に検討対象を限定しているが、結論としては、特別な立法については消極的

で、現行民法第 698 条の緊急事務管理の規定によって、救護に参加した人の責任追及に

ついての危惧は解消されるとしている。すなわち、同条は、「管理者は、本人の身体、

名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理をしたときは、悪意又は

重大な過失があるのでなければ、これによって生じた損害を賠償する責任を負わない。」

(ただし報告書当時の条文は文語体で現行とは異なる)と規定しており、責任追及が認め

られる可能性は極めて低く、免責の範囲がかなり広いことから、現時点では新たな法制

定や法改正までは必要なく、現行法における免責制度の周知に力点がおかれる必要があ

るとされ、立法の提言には至らなかった。 

 その後、平成 11 年には、消防科学総合センター助成事業として、法律学者を中心とし

た「応急手当の免責に係る比較法研究会」が設置された。同研究会は、日本版「善きサ

マリア人法」の制定に積極的な報告書をまとめ、併せて「善い隣人法(救急車到着までの

救命手当に関する法律)案」も公表している。同研究会報告書は、医師、医療関係者に限

定せず、一般市民が救命処置に携わった場合の免責を中心に検討している点が特徴と言

える。 

 このほか、平成 22 年度厚生労働科学研究報告書「緊急医療要請における医師の対応に

関する検討」は、先行研究や海外の法制を踏まえたうえで、民法の緊急事務管理や刑法

の緊急避難の規定だけでは、救護者と被救護者との間に契約関係が生じうる場合などに

は、緊急医療要請に応じた医師を免責とすることは難しく、国際的視野に立って積極的

な善意の救命手当等の実施を誘導するためにも、「善きサマリア人法」の制定が必要で

あると結論づけている。 

 さらに平成 24 年度救急振興財団調査研究事業による報告書「災害・救急医療における

法制度の課題と展望」では、わが国で「善きサマリア人法」を新規立法するに際しての

留意点として、航空機内などの特定の状況下に限らず、「診療に従事」していないすべ
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ての医師に適用される法律とすることが望ましいこと、また、救護処置に伴って生じた

損害を補償するための公的補償制度を検討すべきことなどを指摘している。 

 これ以降、「善きサマリア人法」に関する検討が大きく採り上げられる状況は見られ

なかったところ、令和５年 12 月に前述の日本救急医学会と日本賠償科学会の合同委員会

の提言が公表され、再びこの問題が注目されるようになった。 

３．本委員会における検討の概要 

 本委員会での検討に際しては、まず前項にみた先行研究や検討を理論的に整理したう

えで、現行の法体系のもとでは実際に救病人の救護がどのように処理され、あるいは処

理しうると考えられるのか、また実際の現場ではどのような問題が存在するのかといっ

た実務的な整理をおこなうこととした。その検討に際しては、各分野から有識者や専門

家を招聘し講話や説明を受けて理解を深めることとした。主な検討の経緯は以下のとお

りである。 

・急病人救護の現行法上の整理について(令和 7 年 5 月 30 日)

佐伯副委員長による解説と意見交換 

・日本救急医学会、日本賠償科学会合同委員会の提言について(7 月 31 日)

有賀徹、森村尚登、平沼直人弁護士 各合同委員会委員 

・航空機内における急病人救護の実際と法的課題について(8 月 29 日)

日本航空(株)法務部 山本尚子、岡田倫実弁護士 

・救急分野の医師、国会議員の視点から(9 月 19 日)

松本尚 衆議院議員 

・法学(医事法・英米法)の視点から(10 月 17 日)

樋口範雄 東京大学名誉教授 

・立法府の視点からの解説(令和 8 年 4 月 15 日)

古川俊治 参議院議員、吉岡正豊弁護士 

- ４ -



 以下では、これらの講師から受けた説明、講話をもとに、本委員会として得た知見の

要点を記す。 

(1)民法の緊急事務管理規定と刑事法の過失の関係

民法第 697 条第 1 項は、「義務なく他人のために事務の管理を始めた者は、その事務

の性質に従い、最も本人の利益に適合する方法によって、その事務の管理をしなければ

ならない」と事務管理一般について規定し、さらに、緊急事務管理については、民法第

698 条で、「管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせるた

めに事務管理をしたときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これによって生

じた損害を賠償する責任を負わない」と規定している。 

 この緊急事務管理における「重大な過失」がなければ賠償責任は生じないということ

が刑事法にも当てはまるかについては、これまで明確に議論されたことはない。しかし、

緊急事務管理規定の制度趣旨として考えられる「利他的行為の促進」と「利益を受ける

者がある程度のリスクを負担するという公平性」の２つの考え方は刑法においても妥当

するとすれば、緊急事務管理における刑法上の責任も重過失の場合に限定されるとする

ことは可能と考えられる。 

 次に「重大な過失」の意味するところについては、従来「ほとんど故意に近い著しい

注意欠如」の状態を指すといった説明がされることがあったが、国家賠償法に関する昨

今の数少ない裁判例等からは、「わずかな注意さえすればたやすく違法有害な結果を予

見することができた場合」と理解されていると考えられ、これは刑法においても同様と

考えられる。 

 このように、民法の緊急事務管理が重大な過失の場合に責任を制限していることは刑

法においても妥当すべきである。もっとも、近時の公判請求される刑事医療過誤事件は、

実質的に、無謀な行為や容易に結果が予見できるにもかかわらず危険を無視したといっ

た重過失の場合に収束しつつあると考えられ、そうだとすれば、民法第 698 条第 1 項を

刑法で援用することの意義は、医師による緊急事務管理に限って言えば、限定的である

かもしれない。 
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(2)医師の救護行為の法的性質

民法上の緊急事務管理の規定は、「義務なく他人のために事務の管理をはじめ」た場

合に適用される。したがって、医師が行う救護行為に法的義務の要素があれば、緊急事

務管理には該当しないことになる。 

 まず、医師による救護行為と医師法第 19 条第 1 項(「診療に従事する医師は、診察治

療の求があつた場合には、正当な事由がなければ、これを拒んではならない。」)の応招

義務との関係については、一般的に同条は「診療に従事する医師」に応招の義務を課し

ているのであり、勤務時間外に路上や列車内などで偶然急病人に遭遇した場合などには、

法的には診療に応じる義務はないと考えられている(厚生労働省医政局長通知 令和元年

12 月 25 日 医政発 1225 第 4 参照)。 

 緊急事務管理の規定は、したがって、”診療に従事していない医師が、診療場所とは

離れた路上や列車内などで、偶然救急処置を要する急病人に遭遇した場合に、医師がヒ

ューマニズムにもとづき自発的に救急行為を行う場合に適用される”ものであり、「本

人の身体(中略)に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理(＝救急医療行為)をし

たときは、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これによって生じた損害を賠償す

る責任を負わない」旨を定めているのであり、これがヒューマニズムを基調とする日本

法の大原則である。 

これに対しては、そもそも救護行為をする医師と救護される人との間に契約が成立し、

医師は契約上の義務にもとづいて診療(救護)行為をおこなっているとするならば、医師

には緊急事務管理の規定が適用できないことになるという主張があるので、その当否に

ついて検討する。診療中ではない医師が偶然、路上の急病者を発見し救護を申し出たと

ころ、その急病者は意思表示が可能で、「よろしくお願いします」と言ったとすると、

そこには診療に関する契約が成立し、よって緊急事務管理の規定が適用できないと考え

るべきかという問題である。 

たしかに、口頭での申し込みと承諾があれば、契約は成立すると見うるが、このよう

なやりとりがあったことをもって、民法 698 条が適用できず、結果として救護者の責任

が加重されてしまうことは、同条の「利他的行為の促進」という制度趣旨とも相容れず、

適切とは言えない。 

ただし、このように契約の成立により緊急事務管理の適用が排除されるといった解釈
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も理論上は可能であることから、こうした弊害を避けるためにも「善きサマリア人法」

を制定すべきであるとの主張に結びついているとみることができる。 

(3)航空機内での急病者対応について

航空機内は、急病者が発生する代表的な状況の一つと言える。国内線の多くは１時間

程度の飛行時間ではあるものの、路上や地上を走る列車内などの急病者と異なり、一定

の時間にわたり地上との行き来はできず、自由に降機して最寄りの医療機関に搬送する

といったことができないのは航空機に特有の状況といえる。そのため、飛行中にある程

度の救急措置をおこなう必要性が生じると、「お客様の中で医師または医療関係者の方

がいらっしゃいましたら、お申し出ください」といった「ドクターコール」が発せられ

ることがある。 

 ドクターコールが発せられた際に乗客として乗り合わせた医師がこれに応じるか否か

については、多くの医師は迷いを感じるというのが実情といえる。その理由として挙げ

られるのが、自身の知識や技術で対応できるか不明であること、万一救命できなかった

場合などに訴訟を起こされるのではないかといった不安があること、などが代表的であ

る。 

 しかし、路上などの場合と異なり、航空機内での急病者については、契約上、旅客の

運送を担っている航空会社が第一義的な安全配慮義務を負っており、多くの場合、たと

え思わしくない結果に終わったとしても、救護に携わった医師個人が訴訟の対象になる

ことは考えにくいと言われている。 

 このように、航空機内での急病人の救護については法的にも特殊な側面があり、救護

者保護の一般的な場面として位置づけることは適切ではないが、医師が急病者に遭遇す

る頻度は低くはない。以下では、委員会において、日本航空法務部から講師を招聘した

際の説明にもとづいて要点をまとめる。 

 機内でのドクターコールに関連して、訴訟にまで発展することは、実際にはほぼ皆無

であり、仮に何らかの争いが生じたとしても、訴訟の当事者になるのは航空会社であっ

て、救護した医師に対して請求がなされることはほぼないと言ってよい。 

 適用される法律に関しては、国内線をはじめ、日本の領空内であれば日本法が適用さ

れるが、公海上や他国の領域内などでは他国の法律が適用される場合もあり、日本国籍

の航空機であっても、日本領域外でもすべて日本法が適用されるかどうかは一律ではな
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い。また、国内線でも一部のコードシェア便など外国籍の機材が使用される場合の法の

適用関係などは必ずしも明確になっていない部分もある。 

 なお、米国では、Aviation Medical Assistance Act of 1998 という法律があり、対

象は米国の航空会社のみであるが、機内で医療行為をした人の民事上の責任制限をはじ

め、機内搭載の医薬品、医療機器の詳細や機内死亡者に関する報告義務などが規定され

ている。 

 航空機内での旅客の死亡、身体の障害等についての航空会社の責任は、国際線と国内

線で基準が異なる。国際線についてはモントリオール条約にもとづき 151,880DSR(約

3000 万円)までは航空会社が無過失責任を負う。一方国内線(国内旅客運送)では過失推

定責任という考え方がとられている。 

 また、万一の賠償請求に関しては、日本航空の場合には航空保険の特約で、Doctor's 

Liability Coverage Clause を手配しており、賠償金と訴訟関連費用を賄うことができ

るが、医師が個別に加入している保険が発動する場合には、その保険金額を超える部分

について、航空保険が適用されるしくみである。 

 医師がドクターコールに応じた場合の支援体制について、まず航空法にもとづき客席

数が 60 席を超える航空機には救急用の医薬品、医療用具を装備することが義務づけられ

ている。具体的には、AED、ドクターズキット(客室乗務員は使用できない)、蘇生キット、

一般的な常備薬などが備えられている。また、日本航空の場合、地上からの無線で、救

急専門医の支援を受けることも可能な体制がとられている。 

 日本航空では日本医師会との協力のもと、2016 年 2 月に JAL ドクター登録制度を開始

し、2025 年 8 月現在で 2,873 名の医師が登録している。機内で急病人が発生した場合な

ど、従来のドクターコールとは異なり、客室乗務員の方で、JAL ドクターに登録した医

師の座席番号と専門診療科目等が把握できるしくみで、急病人への対応が円滑におこな

えるようになっている。 

(４)立法の視点

  いわゆる「善きサマリア人法」を具体的に立法化するとした場合に考えられる問題点

等については、本委員会では２名の国会議員(松本尚衆議院議員、古川俊治参議院議員)

を招聘して説明を受けた。いずれも議員立法として超党派による活動で制定する方法が
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適当であるとの見解であった。 

 法律を成立させる際には、何のためにその法律が必要なのか、すなわち立法事実が明

確である必要がある。立法事実とは、法律を制定する場合の基礎を形成し、かつその合

理性を支える社会的、経済的、政治的な事実とされる。法律として制定する必要が必ず

しもなければ、政府あるいは学会等のガイドライン、指針などの形式もあり、本当に法

律が必要なのか、という検討も同時にしなくてはならない。 

 現在のところ、急病人に偶然遭遇した医師が救急対応をしたことによって、多くの生

命が救われたとする明確なデータを見いだすことはできていない。特に一般市民が取り

扱うことのできる AED 以外の救急処置をしたことによって救命率が向上したというデー

タを示すことができなければ、現時点では、日本版「善きサマリア人法」は医療従事者

の免責を強調する立法と一般国民には受け取られかねないのではないか。 

 もっとも、現在の緊急事務管理の規定でも、すべての場合に免責できるものではなく、

その意味では、善きサマリア人法を日本に導入する意味はあると言えるが、立法事実の

検討は引き続き必要と考えられる。 
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４．急病者の救護と法的課題に対する医療者・国民の意識について 

(1)日本医師会医師向けアンケート調査

①概要

路上や列車内、航空機内等で急病者に遭遇した際の救護活動について、一般の医師は

どのような意識をもっているのか、また、いわゆる「善きサマリア人」法をわが国に導

入することについて、どのような考えを持っているかについて、日本医師会としてアン

ケート調査を実施した。

同様の意識調査としては、大塚祐司「航空機内での救急医療援助に関する医師の意識

調査～よきサマリア人の法は必要か？～」(宇宙航空環境医学 41:57-78,2004)や、埴岡

健一「ドクターコールに応じますか？－758 人の意識調査と体験談－」(日経メディカル

2007.5)等が既にあるが、救急分野以外の医師全般を対象にした比較的規模の大きい調査

は、これまでに実施されておらず、資料として意味のあるものと考えられる。今回の調

査の概要は以下のとおりである。 

【日本医師会 医療施設外での急病人等の救護に関する意識調査】 

  ・調査対象    都道府県医師会・郡市区等医師会の役員(医師)、 

※その他にも医師であれば回答可能とした

・調査方法 Google フォームを用いた選択式及び自由記述式 

 回答フォームの URL、QR コードを記した協力依頼文書を日本医 

師会から各医師会(47 都道府県医師会及び 927 郡市区等医師  

  会)へ送信。 

・調査期間  令和８年５月 10 日～６月 10 日 

・回答総数  1453 件 

②結果

  本調査では、Google フォームを用いた WEB アンケートとしたため、都道府県・ 郡

市区等医師会経由で多くの役員、関係者に協力依頼をしたが、全送付数を算定するこ
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とはできず、したがって回収率も算出できない。以下では回答総数 1453 を母数として

割合を算出する。 

(Ｉ)回答者の属性 

◆勤務状況

病院・診療所の開設者・管理者 1155 79.5% 

病院・診療所の勤務医 225 15.5% 

大学・大学病院に勤務 30 2.1% 

その他 43 3.0% 

1453 100.0% 

- 11 -



◆専門科

内科系 720 49.6% 

外科系 409 28.1% 

小児科 128 8.8% 

救急・救命 20 1.4% 

その他 176 12.1% 

1453 100.0% 
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◆年齢構成

20 代 2 0.1% 

30 代 17 1.2% 

40 代 111 7.6% 

50 代 422 29.0% 

60 代 665 45.8% 

70 代 224 15.4% 

80 代以上 12 0.8% 

1453 100.0% 

 回答者の属性については、回答総数 1,453 名のうちおよそ 8 割が「病院・診療所の開

設者・管理者」であり、診療科別ではほぼ半数が「内科系」、年齢別では 60 代が 45.8%

と最も多い年代であった。アンケートの主たる依頼先を、都道府県医師会、郡市区等医

師会の役員としたことから、このような結果となり、40 歳代以下の回答数は全体の 8.9

％にとどまった。回答者の年齢層が比較的高いことは、結果の解析において留意する必

要がある。 
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(Ⅱ)急病者への救護行動に関する意識 

【質問】路上や航空機内などにおける突然の傷病者に対して、偶然居合わせた医 

師が救護を実施することについてお聞きします。 

◆あなたはこのことについて一般的にはどのように考えますか。(1 つ選択)

必要な行動であると思う 1119 77.0% 

救護を実施する必要はないと思う 32 2.2% 

どちらとも言えない 302 20.8% 

1453 100.0% 

 まず、一般的な意識を問う質問として、医師が勤務外で偶然に遭遇した急病人への対

応の如何を尋ねた質問では、4 分の 3 を超える 77％の医師が、救護を実施することを「必

要な行動であると思う」と回答し、およそ 2 割が「どちらとも言えない」で、明確に「救

護を実施する必要はないと思う」との回答は、2.2%にとどまった。 

 本問では、それぞれの選択肢について、そう思う理由を自由記載で尋ねている(質問番

号【4－2】)が、「必要な行動であると思う」理由は、医師としての使命、医師として当

然、医の倫理として、といったことを理由に挙げる記述がほとんどであった。同様に「ど
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ちらとも言えない」理由としては、急病人が発生した場所や病状などの状況による、ケ

ースバイケースであるとの記述が最も多く、その他、法的責任を問われるリスクや、自

身では能力的に対応できない恐れがあることなどを理由とする記述が多く見られた。一

方、「救護を実施する必要はないと思う」とする理由には、30 件の自由記載があり、法

的なリスクへの危惧に言及する記述が 17 件、応招義務がないことを理由とする記述が 5

件であった。 

◆あなたは、医療機関外で急病人や負傷者に居合わせた経験がありますか

ある 1016 69.9% 

ない 437 30.1% 

1453 100.0% 

 次に、実際に急病者の発生に遭遇した経験の有無を尋ねたところ、およそ 7 割にあた

る 1,016 名が、経験があるとの回答であり、比較的多くの医師が実際にそうした現場に

居合わせていることがわかった。ただし、回答者の 6 割以上が 60 歳代以上であることか

らすれば、経験値の多さが回答に反映されているとみるべきかもしれない。
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⇒◆実際に救護行動をとった経験（居合わせた経験が「ある」と選択した方のみ） 

ある 930 91.5% 

ない 86 8.5% 

1016 100.0% 

 居合わせた経験がある、と回答した 1,016 名に、実際に救護の行動をとったか否か

を質問したところ、9 割を超える 930 名が「ある」と回答しており、極めて高い比率

で実際に救護行動がとられている実態が確認された。 

- 16 -



◆あなた自身がそのような状況に偶然居合わせた場合、救護をしますか。(1 つ

選択。理由を自由記載)

救護を実施する(または状況確認等の行動をする)と思う 1071 73.7% 

救護等の行動をおこさないと思う 59 4.1% 

どちらとも言えない 323 22.2% 

1453 100.0% 

 次に、全員に対する仮定の質問として、急病人に遭遇した場合にとると思う行動につ

いて尋ねたところ、「救護を実施する(または状況確認等の行動をする)と思う」が 73.7%

であった。 

「4－1」で一般論として尋ねた質問では、救護をすることが「必要な行動であると思

う」との回答が 1,119 名(77.0%)であったことと比較すると、実際に自分自身が救護をす

ると思う、との回答が若干低くなっていることが見て取れた。 

なお、自由記載で、「救護を実施すると思う」理由、「行動をおこさないと思う」理

由、「どちらとも言えない」理由については、それぞれ、「4－1」で回答があった自由
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記載と概ね同様の傾向が見られた。 

(Ⅲ)法的責任に関する意識 

【質問】前問のような状況において、たとえ善意に基づいて救護を実施した場合 

であっても、実施した行為や判断による結果について医療過誤の責任(民 

事・刑事)を問われる可能性があります。 

◆この「救護(行為や判断)による結果についての責任が問われる」ことについて、

あなたはどのように考えますか。(1 つ選択) 

責任を問われることは仕方ないと思う 40 2.8% 

著しく不適切な場合を除いて、責任を問われることは不適切

と思う 

1220 84.0% 

現行法（民法の緊急事務管理）の解釈によって責任を問われ

ることはないと思う 

136 9.4% 

いずれともいえない 57 3.9% 

1453 100.0% 
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 救護に伴う法的責任についての意識を問う設問では、「著しく不適切な場合を除いて、

責任を問われることは不適切と思う」が全体の 84.0%と極めて高い結果であった。一方、

「現行法(民法の緊急事務管理)の解釈によって責任を問われることはないと思う」と考

える割合は 9.4％にとどまり、また「いずれともいえない」も 3.9％と少ないことからも、

全体的には法的責任を問われることを不適切とする意識が顕著であると考えられた。 

◆この「責任を問われる可能性」を明らかにするための方策について、あなたは

どのように考えますか。(1 つ選択)

現状のままでよい（対策・方策は不要である） 39 2.7% 

法整備を進めるべき（善きサマリア人法の制定など） 957 65.9% 

法律を変える必要はないが、行政通知、ガイドライン等で現

行法の解釈を拡大するべき 

303 20.9% 

わからない 141 9.7% 

その他の方策 13 0.9% 

1453 100.0% 
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 最後に、法的責任について、どのような方策が考えられるかを尋ねたところ、積極

的な法整備(善きサマリア人法など)を進めるべきとする回答が 65.9%(957 名)であっ

た一方で、法律以外の行政通知やガイドラインなど現行法の解釈による解決を進める

べきとする回答も 2 割程度あり、立法以外の解決策についても一定の支持があること

が確認された。 

 また、「その他の方策」との回答が 13 件、自由記載欄には 15 の記述があり、救護

に携わった医療関係者等への誹謗中傷、SNS 等への拡散行為への対策、あるいは罰則

規定等を求める記述もみられた。 
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(2)公開シンポジウムにおける議論

 日本医師会では、本委員会における検討を踏まえ、この問題を医療関係者だけでなく、

広く国民全体で議論する機会を設けることが必要と考え、令和 8 年 5 月に公開シンポジ

ウムを開催した。

◆いわゆる「善きサマリア人法」について考える公開シンポジウム

○日時  令和 8 年 5 月 24 日(日) 14:00～16:30 

○場所  日本医師会館大講堂  

※後日日本医師会ホームページにて動画を公開

https://www.med.or.jp/people/info/seminar/012710.html  

○主な次第

・挨拶 松本吉郎会長 

・問題提起・日本医師会医事法関係検討委員会における議論

 森本紀彦 医事法関係検討委員会委員長 

(指定発言  田名毅 沖縄県医師会会長) 

・日本救急医学会、日本賠償科学会合同委員会における議論

森村尚登 合同委員会委員長 

・法学の立場から

樋口範雄 東京大学名誉教授 

・国民の立場から

隈本邦彦 江戸川大学名誉教授 

・立法の立場から

古川俊治参議院議員 

・総合討論

(進行:茂松茂人副会長、渡辺弘司常任理事)
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 これらの演者のうち、田名毅沖縄県医師会会長の指定発言では、自身や県医師会関係

者が実際に経験した航空機内における急病者救護の際の模様について、周囲の乗客の協

力も得ながら、着陸時には 3 列席に急病者を寝かせてシートベルトを装着したうえで救

命処置を継続した経験などが紹介された。 

 また、隈本邦彦氏の「国民の立場から」では、医師という職業は、社会からの高い信

頼を受けており、これに応えるためにも医師の団体が倫理と自律性をもった活動を引き

続きおこなっていくことが重要であること、また、そのような医師の団体の姿勢を前提

とすれば、患者、国民の側は提供される医療の結果が一定の不確実性をもつことを許容

しており、医師は患者、国民からの批判や紛争に対して過度に萎縮する必要はないので

はないかとの発言があった。 

総合討議では、日本救急医学会・日本賠償科学会合同委員会の立法提案についてのフ

ロアからの質疑や意見が活発に交換された。特に、議論の中でたびたび登場する「重過

失」「重大な過失」の意味する内容、程度が明確にならなければ、保護の対象とされて

いる医療関係者も安心できないのではないか、といった意見、質問もあったが、フロア

からの発言者はいずれもいわゆる「日本版よきサマリア人法」の立法化には期待を寄せ

る立場であると見られた。 

(3)小結

 本委員会における検討の枠組みを超え、日本医師会として実施した、医師を対象と

したアンケート調査と、市民公開シンポジウムの概要を紹介した。いずれにおいても、

急病者への救護行動については、医師としての倫理観から積極的に対応する立場の意

見が多数を占めた。一方で、救護に携わった者を法的に保護することの必要性につい

ては、何らかの対応を求める声が強いことは明らかであった。 

これらの他にも日本医師会では、令和 8 年 1 月 29 日(木)に、都道府県医師会の担

当役員を対象とした、第 11 回ワークショップ「会員の倫理・資質向上をめざして―

ケーススタディから学ぶ医の倫理―」を、「善きサマリア人法」をテーマに開催し、

本委員会における検討状況を紹介した後に、架空事例にもとづいて、急病者への緊急

対応についてのグループ討議がおこなわれた。そこでも、救護者の法的保護の必要性

についての意見が多く示されたが、一方で如何なる時にも適切な対応がとれるよう一
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次救命処置の能力向上など、医師としての自己研鑽の重要性について強調する意見も

少なくなかった。 

以上から、少なくとも医師会の取り組みを見る限りにおいては、いわゆる善きサマ

リア人法の問題を議論する前提として、多くの医師は、偶然遭遇した急病者に対して、

可能な限り救護することを第一に考えていること、その際の法的責任の問題について

も強い懸念を抱いているという現状を確認することができた。 

５．いわゆる「善きサマリア人法」のわが国への導入について 

 これまでの委員会における検討及びアンケート調査結果や公開シンポジウムにおける

議論を踏まえ、現時点における当委員会としての見解をまとめれば、以下のとおりとな

る。 

 まず、救護者の法的免責を内容とする立法については、その実現に向けて今後とも取

り組みを進めていくことが望ましい。ただし既に見たように、法制化にあたっては、対

象を医療従事者とするのか、国民全般とするのか、また免責の範囲を重過失も含めて故

意以外のすべての過失態様とするのか、重過失の場合は除外するのかなどについては当

委員会の議論では結論を得るには至らなかった。 

 一案としては、責任追及への不安から救護行為への参加を躊躇しているが、救護者と

して最も期待される立場にある「医師一般」を対象とする法律を制定することが考えら

れる。ただし、医療関係者、とりわけ医師のみの免責を内容とするには、説得力のある

立法事実に乏しく、国民の賛同が得にくいことも十分考慮する必要があり、当委員会内

での議論においては、医療関係者等に限定することなく、広く国民全般を対象とする法

律をめざすことが適当ではないかとの意見が有力であった。 

 このような法律を制定するためには、何よりも国民全体の深い理解と法制定を望む強

い希望が不可欠と考えられる。その点では日本医師会としても公開シンポジウムのよう

な企画を今後とも継続的に取り組むことが効果的と言える。 

 一方で、公開シンポジウムの中でも指摘があったように、医師、医療関係者に対する

国民からの期待は高く、その期待に応え、さらなる信頼を得られるよう医療界、医師会

としては、日頃から職業倫理の陶冶、プロフェッショナル・オートノミーの徹底を図る
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ことが特に重要と考えられた。 

６．むすび 

 委員会においては、それぞれの講師の講話への質疑応答を含めて活発な議論が行われ

たが、最終的に、委員会としての一定の結論を得るには至らなかった。そこで、本報告

書では、委員会における講話や、日本医師会としておこなったアンケート調査とシンポ

ジウムなどの活動の記録という側面からの記述を中心として、委員会として得られた知

見を集約し、今後のさらなる議論を深めていく際の参考資料となることを当面の目標と

した。 

 一方で、本委員会の活動を通じて、①今後さらに検討すべき問題点を整理して示すこ

とができたこと、②救急分野以外の医師全般を対象とした比較的規模の大きい意識調査

をして、今後の検討のための資料を提供できたこと、③一般市民を対象としたシンポジ

ウムを開催(その後ホームページ上で動画を公開)して、この問題に対する関心を喚起で

きたことなど、一定の成果を挙げることができた。 

ただし、アンケート調査等の集計結果については、本報告書では暫定的な数値を示す

にとどまったため、自由記述として寄せられた意見など、今後さらに精査し、さまざま

な角度から分析される必要がある。 

 いわゆる「善きサマリア人法」といわれる法律をわが国にも導入する、という基本的

な考え方については、本委員会としても前向きな議論であったが、具体的な内容や立法

のすすめ方など細部については、さらなる議論が必要と考えられた。今後の議論をどの

ような形でおこなうかはさておき、日本医師会として、国民の生命と健康を守るための

重要な問題の一つである「善きサマリア人法」について、継続的に検討を重ねていくよ

う願うものである。 

了 
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【参考】 

【日本医師会 

医療施設外での急病人等の救護に関する意識調査】 

◆アンケート画面

◆各設問における自由記載欄の回答内容
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